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拠点運営のための人員配備

研究機器センターには約 30 人が配置されている。職員の内訳は以下のとおりである。

・管理職員 14 人（理事長、副理事長、理事、事務局長等）

・機器インストラクターおよび機器サイエンティスト 13 人 （機器ごとに担当あり）

拠点運営や機器使用に関わる人材育成

研究機器のオペレーターをトレーニングするプログラムや研究者等に機器の利用方法をトレーニングする

定型のプログラムはない。

機器整備状況

代表的な共同利用機器の概要と利用価格は下表のとおりである。

表 7-2　代表的な共同利用機器の概要と利用価格（順不同）

（KKU公開情報より著者作成）

共有の形態および共有の範囲

共有形態はオープン化である。過去には共同利用という考え方はなかったが、約 10 年前に研究機器セン

ターが設置された。設置のきっかけは、2011年にタイ政府の国家科学技術革新政策・計画フレームワーク（The 

conceptual framework of the National Science, Technology and Innovation Policy and Plan）の対象に選定

されたためである。当該施設を運営する過程で施設や機器を共有する考え方や共有するメリットの認識が広

まった。去年からは、誰にでも利用できるプラットフォームとしての運営が始まっている。
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共有の範囲は、国内外の大学や企業の所属者等、全ての研究者であり、オープンアクセスになっている。

なお、施設の利用希望者は、オンラインで機器使用スケジュールを確認し、利用申請することができる。外

部の研究者を含む施設利用者情報は人事部門で管理されている。2016 年からの機器利用状況は以下のとお

りである。内部の利用が多く、外部研究者や民間企業は全体の 2 割程度である。

・区分別：内部（865 件、81%）、外部研究者（188 件、18%）、民間企業（11 件、1%）

・属性別：修士（304 件、29%）、博士（272 件、26%）学生（189 件、18%）、研究者（118 件、11%）、他

共同利用ルールの整備

主なルールは以下のとおりである。

・すべての機器予約は連続 7 日まで可能。

・利用時には、実際の開始時間・終了時間を記入すること（機器の正確な利用時間を把握するため）。

・予約日に機器を利用しない場合は、予約を取り消すこと。

（予約日に機器を利用せず取消しもしない場合、14 日間機器使用資格がはく奪される可能性がある）

・2 回以上規則を破った場合、機器の利用が禁止される可能性がある。

・機器の利用予約をする場合は事前に指導教員に相談すること。

・利用時には、予約内容を印刷して持参すること。

・利用料はウェブサイトに記載されている内容と異なる場合があるため、利用前に窓口に確認すること。

交付額および収支

R&D 関連予算の内訳は、25％は政府から、25％は本学から、残り 50％は共同研究やファンディング機関

からの獲得資金である。研究予算のうち、約 1 割が研究機器の購入や機器の管理費に回る。担当者としては、

1 割では十分と言えず、2 割程度は必要と考えている。

施設運用上の KPI

以下のような KPI が設定され、結果をモニタリングしている。ただし、共同利用と直接関係するのは、

共同研究利用拠点の利用料のみである。

・共同利用から得らえた利用料

・外部資金の調達

・実施プロジェクト数

・論文数

人的交流の実施

共同利用を促すための取組み等は行っていない。より広い意味での交流として、MOU 締結大学との関係

強化を推進している。具体的には、日本の北海道大学や筑波大学、イギリスのケンブリッジ大学、その他オー

ストラリア、ミャンマー、カンボジア、ベトナム等の大学と交流をしている。

特許や論文からみた研究成果

共同利用による研究成果はモニタリングしていない。
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代表的な研究プロジェクトとその内容

大学としては、農業および食品、薬学（医学）に強みがあり、引用数 1 位は米に関連する論文である。な

お、農業および食品分野は、KKU だけでなく国家としての注力分野である。

施設整備・運用に関する課題

先端研究機器は金額が高く、最新型の機器の購入や更新は予算上簡単でない。

7.4.2 タイ科学技術研究所 （TISTR） 

拠点の設置目的

TISTR は、MHESI の傘下にある研究機関である。以下の 4 つの目的に基づき設立された。

・科学技術およびイノベーションの研究や開発で国家に貢献する。

・産業分野や地域社会に技術やイノベーションの恩恵を移転する。

・分析・試験・品質認証システムを通じて産業水準や競争力を高める。

・良いガバナンスに基づく高効率な組織管理システムを開発する。

拠点運営のための人員配備

TISTR には約 1200 名が勤務し、そのうち 70％程度が科学技術および R&D 関係者である。11 の部署があ

り、それぞれで施設や機器を管理している。機器の整備も各部署で行っているが、機器のメンテナンスは外

部ベンダーに依頼している場合が多い。

拠点運営や機器使用に関わる人材育成

研究機器の利用方法を学ぶための人材教育プログラムを提供している。また、研究機器メーカーを招いた

勉強会の開催の他、メーカーが実施する教育プログラムを機関内の関係者に案内し受講を促すこともある。

機器整備状況（主要な研究機器）

主要な研究機器は下表のとおりである。
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表 7-3　代表的な共同利用機器（順不同）

（TISTR公開情報より著者作成）

共有の形態および共有の範囲

共有の形態はオープン化であり、施設や機器が外部者にも利用できるようになっている。オープン化の目

的は、タイの科学技術発展および研究の質的向上への貢献である。過去からオープン化しているため、いつ

から何がきっかけとなり、オープン化されたかは定かでない。国内外、公共や民間に関わらず誰もが利用で

きる。

共同利用ルールの整備

共同利用申請のプロセスとしては、国外研究者の場合まずはウェブサイトを通して、国際関係部門

（Department of International Relations）へコンタクトし、責任者（Governor）から研究のための利用承認

を受ける。内容に応じて 11 の部署のいずれかが案内され、割り当てられた部署で研究の目的や必要な試験

等の内容が議論され、施設や機器等の利用が可能となる。

部署横断的な基本的利用規則や共通の機器使用マニュアルがあるが、詳細ルールは各部署に委ねられてい

るため、それぞれ異なる。
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交付額および収支

機器の維持や管理は、通常予算から配分される。一方、機器購入を始めとするインフラ関連の予算は別途

編成し国から受けとることになる。インフラ関連を含む年間の予算は約 10 億タイ・バーツであり、そのう

ち約半分が機器関連に利用されている。

施設運用上の KPI

機器の利用や共有に関する KPI はない。組織としての主な KPI は以下のとおりである。

・どれだけ多くのプロジェクトに取り組んだか。

・研究成果がどれだけの商業化に繋がったか。

・予算が適切に管理され、無駄が無かったか。 等

人的交流の実施

共同利用に関連した人的交流やイベントの実施はない。ただし、研究関連では、国内外の大学や研究機関、

企業等と交流しており、日本とも共同研究を行っている。

特許や論文からみた研究成果

研究所全体としてのアウトプットは以下のとおりである。

・国際特許：1 件

・総発行論文（学術誌、直間接）数：40 件

施設整備・運用に関する課題

研究機器に関連する問題は無いが、人的資源に問題がある。専門知識を有する優秀な人材を採用したいが、

採用計画通りにいっていない。

7.4.3 タイ国立ナノテクノロジー研究センター（NANOTEC） 

拠点の設置目的

NANOTEC は、2003 年に設立されたタイ国立科学技術開発庁（NSTDA, Thailand National Science and 

Technology Development Agency）傘下の公的研究機関であり、ナノテクノロジー技術の研究や研究支援、

産業界への技術移転、社会への普及等を目的とする。

拠点運営のための人員配備

NANOTEC には 260 名の職員がおり、設備・機器の整備や管理を担当する部署として、ナノ特性評価研

究チーム（Nano Characterization Research Team）が存在する。当該部署には、約 20 名の機器メンテナン

ス職員および 2 名の事務職員が配属されている。

拠点運営や機器使用に関わる人材育成

ナノ特性評価研究チーム内で機器を管理・運用する人材（ツールキーパー）を育成している。ツールキー

パーは、機器管理に加えて、外部利用者等に対するインストラクターの役割を果たす。ツールキーパーには

レベルが設定されており、当該レベルに応じて担当機器や責任範囲を設定している。
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機器整備状況（主要な研究機器）

NANOTEC の施設の一つ、National Advanced Nano-characterization Center （NANC）では、主に下表

の研究機器を保有し、機器の共同利用や試験サービスを提供している。

表 7-4　代表的な共同利用機器（順不同）

（NANOTEC公開情報より著者作成）

共有の形態および共有の範囲

NANOTEC は、タイのサイエンスパーク内に設置された研究拠点であるが、入居企業や外部の研究者、

民間企業等が施設や機器を利用できるオープンな拠点である。共有の範囲は、国内外の大学や民間企業、研

究機関等と幅広く、日本の研究者による機器の利用も可能である。	

共同利用ルールの整備

外部の研究者等が施設を利用するには 3 つのオプションがある。1 つ目は共同研究であり、研究者が所属

する機関と NANOTEC が MOU を締結し、共同研究プロジェクトを立ち上げる。共同研究を行う外部の研

究メンバーは、共同プロジェクトのメンバーを通じて、機器の予約や利用ができる。

2 つ目は施設や機器のレンタル利用である。機器の利用希望者は、NANOTEC のホームページからログ

インし、利用希望機器の予約申請を行う。機器コーディネーターが申請内容を確認し、対象機器の利用が初

めての場合は、ツールキーパーまたは機器利用のエキスパート（スーパーユーザー）から機器の使用方法等

に関するトレーニングを受けられるようアレンジする。トレーニングを受けて、希望者が対象機器の利用に

ついて承認が得られると、ウェブ上から機器の正式予約が可能となる。

3 つ目は、NANOTEC が提供する試験サービスの利用である。希望者は、有料で希望する試験を依頼す

ることができる。
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交付額および収支

予算は政府からの交付金や研究プロジェクトによるファンディング、機器利用料やライセンシングによる

収入からなる。2020 年の予算は 5 億 2,829 万タイ・バーツで、そのうち約 15％が機器購入や整備に利用さ

れている。

施設運用上の KPI

施設や機器の利用に関する KPI は存在しない。NANOTEC の KPI は、研究アウトプットおよび技術移

転の 2 つに分類される。研究アウトプットは国際論文の発行や試作品の制作、特許数、各種表彰等である。 

一方、技術移転は企業の依頼に基づく R&D 契約数、企業等との共同研究数、ライセンス数、知的財産の利

用状況等である。

人的交流の実施

施設や研究機器をテーマとした交流やイベントは特に行っていない。

特許や論文からみた研究成果

・国際特許 929 件、総発行論文 1126 件、内（うち SCI 掲載論文 9 件）

・引用数上位 3 件の論文は下表のとおりである。

表 7-5　NANOTECの代表的な論文例

（RISSをもとに著者作成。2022年 3月 31日時点）

施設整備・運用に関する課題

機器の購入に際しては、企画書を提出し、承認を得る必要がある。厳格に審査が行われるため、機器の

必要性や根拠を示し、納得性がなければ承認が下りない。2022 年は、新規の機器購入（ラマン分光装置等）

が実現しており、現状機器の整備や運用について、課題認識はない。

なお、予算の大部分は政府助成に基づくが、COVID の影響を受け機器利用料等の外部からの収入が落ち

込んだ。ただし、最近では企業との共同研究をはじめ、外部との協働機会に基づく収入が増え始めている。
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8 各国調査 - ベトナム社会主義共和国

8.1 科学技術政策の基本情報整理

ベトナム社会主義共和国（以下「ベトナム」）は、国民の高い教育意識および低い人件費を武器に海外企

業の工場誘致等を進め、高い経済成長率を維持し持続的な経済発展を続けている。一方で、ベトナムは、海

外投資中心、製造業中心、国営企業中心の現状の経済体制から脱却し、民間主導の経済や第 4 次産業革命等

に関連した新産業を創造することを模索している。

ベトナムの GERD（Gross Expenditure on R&D）は、2011 年以前は対 GDP で 0.2% 未満だったが、徐々

に増加し 2017 年時点では 0.53% を記録している。また、多くの ASEAN 諸国では政府支出の比率が高いが、

ベトナムでは、2011 年には 25% 程度だった民間投資割合が、2017 年には 70% 超になっている。また、産

業別では、製造およびテクノロジー分野の比率が約 7 割を占めている（全て UNESCO データ）。

ベトナムの科学技術政策の企画や推進には多様なステークホルダーが関与する。科学技術発展戦略や政

策策定は科学技術省（MOST, Ministry of Science and Technology）が主導するが、国家戦略の観点から

企画投資省（MPI, Ministry of Planning and Investment）も関与する。政策決定後は MOST が計画を主導

するものの、計画の確認は MPI が行う。執行にあたっては財務省（MOF, Minister of Finance）から予算

を獲得した上で、関連プロジェクトを推進することになる。また、MOST 以外にも、教育訓練省 （MOET, 

Ministry of Education and Training）、産業通商省（MOIT, Ministry of Industry and Trade）、情報通信省

（MIC, Ministry of Information and Communications）等が、それぞれの領域に関する科学技術政策を策定

している。

MOST 傘下では、国家科学技術財団（NAFOSTED, National Foundation for Science and Technology）、

技 術 革 新 セ ン タ ー（SATI, State Agency for Technology Innovation）、 国 家 技 術 革 新 基 金（NATIF, 

National Technology Innovation Foundation）が大学等の科学技術振興に関与する。各機関の概要は以下の

とおりである。

・NAFOSTED

基礎研究へのファンディングやフェローシッププログラム、国際学会への参加助成等を行う。

・SATI

科学技術企画等、政策研究および企画を担当し、MOST を支援する。技術管理体系、技術水準評価、産

業技術支援等も担当する。

・NATIF

研究開発を行う組織や企業を対象として研究費や優遇融資保証等を提供する。

なお、2020 年までの科学技術政策および執行は、ベトナム社会経済開発戦略 2011-2020 およびベトナム科

学技術戦略 2011-2020 に基づき推進されてきた。当該戦略では、新素材、地球科学、海洋科学、環境エネルギー、

情報通信、宇宙科学、生命工学等の研究に重点が置かれていた。これまでの注力分野は下表のとおりである。
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表 8-1　科学技術の重点産業・育成方針

（ベトナム社会経済開発戦略をもとに著者作成）

また、次期長期計画である「Vietnam 2035」が策定されており、以下のビジョンが掲げられている。本ビ

ジョンを踏まえ、科学技術領域においては、海外からの積極的な先進技術の導入や重点分野の選定、集中投

資等が主要テーマとして掲げられている。

・競争力のある「民間」セクターによる経済の主導および近代化

・国の技術およびイノベーション能力の向上

・都市政策の見直し、より動的な都市づくり、都市化のための投資

・変化する気候環境に対する持続可能性の検討

・調和のとれたミドル・クラス社会の開発、平等促進

・現代的な法治主義国家と民主社会の確立

8.2 政策・ファンディング調査

ベトナムの国家大学や国立大学では、高額な先端研究機器は主に政府からの助成金をもとに整備が行

われている。加えて、MOST 傘下の NAFOSTED が、高額機器の整備にも活用できる Applied Research 

Program Emergent ＆ Breakthrough Program を用意しており、その内容は下表のとおりである。

なお、施設や機器の共同利用を強制するような政策やプログラムは見受けられなかった。しかし、公立大

学や公的なハイテクパーク施設では共同利用が行われている。前者では、大学の使命として研究環境が十分

に整備されていない他大学や民間企業に対して施設利用や試験サービス提供等を通じた研究支援を行ってい

る。また、後者は共同研究や共同開発等を視野に入れた共同利用が行われている。
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表 8-2　NAFOSTEDの Applied Research Program Emergent ＆ Breakthrough Program

（NAFOSTEDプログラム情報をもとに著者作成）

8.3 政策等に基づく整備状況の整理

共同利用機能を有することが確認できた施設は以下の 9 拠点である。

表 8-3　ベトナムの共同研究利用拠点一覧（順不同）

（著者作成）

ハイテクパークの共同研究利用拠点の施設概要例は以下のとおりである。大学施設は次節で紹介する。

サイゴン・ハイテクパーク（Sai Gon High-Tech Park）

サイゴン・ハイテクパークは、傘下にナノ技術、生命工学、精密自動化機器、半導体および IT 技術の 5

つの R&D センターを有し、独自研究の他、国内外の公的機関や民間企業と共同研究を行っている。また、

施設スペースの貸し出しや、機器利用トレーニングプログラム等も提供している。当該施設は、一定の利用

条件はあるものの、他の研究者にも開放されており、共同研究利用拠点として機能している。
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8.4 主要共同研究利用拠点の調査

8.4.1 ベトナム国家大学ホーチミン市校工科大学（HCMUT）

拠点の設置目的

ベトナム国家大学ホーチミン市校工科大学（HCMUT, Ho Chi Minh City University of Technology）は、

ベトナム南部で最大かつ最も古い工学系研究大学である。本学は、教育や研究に取り組むと共に、施設や研

究機器が十分に整備されていない他大学や民間企業に対し、施設利用や試験サービス提供等を通じて研究支

援を行っている。なお、共同利用のための独立した施設がある訳ではなく、既存施設の機器を共有している。

拠点運営のための人員配備

上記のとおり、共同利用のための施設がある訳ではなく、各研究部門がそれぞれの施設および研究機器を

管理しており、施設毎にオペレーターがいる。各研究部門の責任者が施設の責任者を兼ねている。

拠点運営や機器使用に関わる人材育成

施設運営や研究機器使用のための人材育成プログラムは、必要性は理解しているものの、現状はない。外

部から研究機器の利用希望があった場合は、機器操作のレクチャーおよびトレーニングセッションを設けて

いる。これらを経て外部利用者は研究機器の利用ができるようになる。

機器整備状況

大学が保有する主要な研究機器は以下のとおりである（順不同）。

■石油精製・石油化学技術研究所（RPTC）

・Crystallization device

・Microwave reactor

・Continuous steam explosion device

・Liquid gas absorption device

・Supercritical Separator

・Bioreactor

・Liquid phase reactor

・Gas distillation equipment

・High pressure reaction equipment

・Supercritical CO2 device

■ CENTRE ASIATIQUE DE RECHERCHE SUR L’EAU（CARE。水をテーマとした研究所）

・Electrical Resistivity Tomography （仏 IRIS Instruments 社。SYSCAL PRO 96）

・Time Domain Electromagnetics（蘭 AEMR company 社。TEMFAST 48）

・Frequency electromagnetic profiling （仏 IRIS Instruments 社。PROMIS）

共有の形態および共有の範囲

共有の形態としては、既存施設のオープン化となるが、共同利用に関する明確なルールや仕組みがある訳

ではなく、外部から依頼があれば都度対応しているのが実態である。
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共有の範囲としては、公的機関や大学、民間企業にかかわらず、施設や機器の利用依頼があれば対応を検

討する。

共同利用ルールの整備

明確なルールがある訳ではないが、利用希望者には申請を行ってもらい、当事者間の合意（契約）を締結

する。その上で、機器利用前に、機器操作等に係る講義およびトレーニングを受けてもらう。内容は、実験

室・研究室利用規則の理解、利用シミュレーション、簡単なテスト等である。

交付額および収支

施設運営に係る予算は全て政府からの助成である。なお、予算において施設および機器に関する細目はな

い。研究部門やプロジェクトによって、必要となる金額が異なるため、全体予算から必要な金額を割り振っ

て運用している。

施設運用上の KPI

共同利用について、独立した施設や明確な仕組みがある訳ではないため、共同利用に関する KPI はない。

大学としての最重要 KPI は QS World University Rankings の順位向上である。特に東南アジア内でのラ

ンキング向上を重視している。大学ランキングを上昇させるため、共同研究、特に海外研究者との共同研究

が重要であると認識している。大学ランキングが上がると、大学のプレゼンスが高まり、より多くの研究機

会に恵まれ、より多くの優秀な学生を集めることができ、より大きな予算を得ることができる。

人的交流の実施

共同利用を促進するための取組みは特に行っていないが、国際的な共同研究を強化するため研究内容を紹

介するカンファレンスは積極的に行っている。

特許や論文からみた研究成果

研究機器の共同利用に関連した論文や特許等の成果は特にない。現状は共同利用について成果をトラッキ

ングする仕組みはない。

代表的な研究プロジェクトとその内容

共同利用とは関係ないが、JICA および JST と 2009 年から 2013 年にかけて実施した持続可能な農業に関

するプロジェクトや、オーストラリア政府の支援でシドニー大学と行った農業関連プロジェクトは、本大学

の国際的なプロジェクトの代表例である。

施設整備・運用に関する課題

研究施設や機器の維持費用は高く、現状の予算では足りない。大学として、必要な予算を算定した上で、

研究施設や機器専用の予算細目を設定すべきである。

また、海外の大学では、公的機関や大学が安価に先端的な施設や研究機器を共有するシステムがあるが、

ベトナムにおいては、大学等の保有する研究インフラが古い等、水準が劣っており、利用者にとって魅力的

な研究機器が多くないと認識している。加えて、共有するための仕組みやシステムも確立していない。

まずは、より高度な研究を行えるようになるため、研究施設や研究機器等のインフラを整備することが重
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要と認識している。その上で、システム等を用い機器を共有する仕組みを確立すべきと考えている。ベトナ

ムにおいては、共同利用の実態はあるものの、その仕組みは未成熟である。

8.4.2 ベトナム国家大学ハノイ校（VNU）

拠点の設置目的

ベトナム国家大学ハノイ校（VNU, Vietnam National University of Hanoi）は、ベトナムを代表する国家

大学であり、国家の先進科学技術の革新を使命に持ち、ベトナム高等教育システムの先駆者としての役割を

果たしている。VNU では、施設を外部に対してオープンにしているものの、外部による利用の多くは共同

研究プロジェクトに基づくものである。

拠点運営のための人員配備

共同利用可能な主な研究機器は各研究所に設置されている。機器は、各研究所に配置された技術者および

大学の施設や機器を横断的に管理する部門によって管理されている。

価格が 5000 アメリカ・ドル以上の研究機器には、各機器 2 名の技術者が配置される。技術者は、機器の

利用者向けのトレーニングセッションの提供や機器利用時の対応、簡単な機器管理を担当する。

施設や機器を横断的に管理する部門は、エンジニア 4 名および職員 2 名で構成され、各研究所に配置され

た技術者では対応できない機器の不具合や故障が発生した場合に、機器ベンダーや専門修理業者に連絡する

等の役割を担う。

拠点運営や機器使用に関わる人材育成

研究機器を管理する技術者が新規に採用されると、平均 2 ～ 3 ヶ月かけてトレーニングを実施する。当該

トレーニングは、オンラインが中心である。また、機器の利用希望者向けには、上述のとおり各研究所の技

術者が利用者向けのトレーニングセッションを提供する。

機器整備状況（主要な研究機器）

大学が保有する主な研究機器は以下のとおりである（順不同）。

・SEM（米 Thermo Fisher Scientific 社。FEI NovA NanoSEM）

・ラマン顕微鏡（堀場製作所。LabRAM HR）

・FT-IR

・XRD（米 Bruker 社。D8 ADVANCE）

・GC/MS（米 Agilent Technologies 社。HP 6890GC-HP5973 MSD）

・LC/MS（島津製作所。LCMS-QP8000）

・LC/MS（島津製作所。LCMS-2010）

・リアルタイム PCR（独 Biometra 社。Analytik Jena TAdvanced 96 SG）

共有の形態および共有の範囲

各研究所は設立時からオープンになっており、共同利用の機能を有している。共有の範囲は広く、国内外

の研究機関や教育機関、民間企業も利用可能である。国内外の研究機関や教育機関の利用もあるが、利用の

多くは VIN グループのようなベトナムの民間企業である。なお、海外の民間企業による利用実績はない。
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外部による機器の利用は、VNU と共同研究を行う機関や企業による利用を主に想定しているが、一定の

利用料を支払ってレンタル（時間借り）することも可能である。ただし、教育での利用が最も優先され、次

に共同研究を含む研究目的が優先され、レンタル利用の優先度は劣後する。

共同利用ルールの整備

利用申請のプロセスは、共同研究目的の場合とレンタル利用の場合で異なる。

共同研究目的の場合は、MOU の締結が前提となる。民間企業か公的機関かにより、締結内容に若干の違

いがある。MOU 締結後は、施設の利用希望者は対象の研究所の責任者に電話をして、利用申請を行う。

一方で、レンタル利用の場合は、大学の財務担当部署に利用を申請する。申請内容に基づき、身分のチェッ

クが実施され、問題がないと判断された場合は、施設や機器の利用が可能となる。

交付額および収支

機器の整備には 2 種類あり、1 つは大学予算からの割り当て、もう一つは研究プロジェクト予算を活用し

た調達である。機器の運用に割り当てられる金額は非公開だが、およそ機器の減価償却分に該当する金額を

大学に充当してもらい、当該費用をもとに機器を運用している。

施設運用上の KPI

機器利用に関連する KPI としては、機器ごとの利用者数がある。対象機器について、学生や大学院生、

研究者等が何回利用したかを記録し報告している。特に新しく調達された研究機器は、利用実態を把握する

ため、利用状況を詳細に報告している。

人的交流の実施

共同利用を促すための取組みは特にない。

特許や論文からみた研究成果

大学全体としては、以下のとおり。ただし、共同利用の観点からの研究成果は把握されていない。

国際特許：1 件

総発行論文数：1,286 件、うち SCI 掲載論文：38 件

施設整備・運用に関する課題

2015 年度以降、必要な機器を調達するためのファンディング活動を継続しており、当該資金調達に基づき、

徐々に研究機器が整備されている。

一方、機器の使用人数（学部生・大学院生・外部利用者等）が KPI になっているため、より多くの人に

機器を使ってもらうことが重要であり、どのように機器の利用効率を上げるか、常に考えている。
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8.4.3 ハノイ工科大学（HUST）

拠点の設置目的

ハノイ工科大学（HUST, Hanoi University of Science and Technology）は、ベトナムの科学技術水準の

向上と高等教育の発展に寄与することを目的に 1956 年に設立された国立大学である。傘下に 10 の研究所を

置き、研究所ごとに共同研究や機器の共同利用を行っている。施設や機器の利用は広く開放されているが、

特にベトナムの民間企業による利用が多い。

拠点運営のための人員配備

研究所ごとに裁量が与えられているため、細かな点は研究所ごとに異なるが、基本的には研究機器ごとに

担当者が設置され管理を行っている。なお、担当者 1 人が管理する機器の台数は様々である。

研究所ごとに配置された機器管理担当者の他、大学の施設や設備を管理する担当部署があり、4 人のエン

ジニアが故障対応や外部とのコミュニケーションを担当している。

拠点運営や機器使用に関わる人材育成

機器管理担当者を育成するための定型的なプログラムは無い。また、施設の利用者に機器の利用方法を教

育したり、トレーニングしたりするプログラムもない。

機器整備状況（主要な研究機器）

大学が保有する主要な研究機器は以下のとおりである（順不同）。

・TEM（米 Thermo Fisher Scientific 社。FEI Tecnai G2 F20）

・SEM（日本電子。JSM7600F）

・SEM（上記とは別）

・XPS

・顕微ラマン分光装置

・XRD

・HPLC（米 Agilent Technologies 社。1100 Series）

・RF スパッタ装置

共有の形態および共有の範囲

大学にある研究機器は全て共同利用の対象である。各研究所は設立時から施設をオープンにしている。

研究所の施設および機器の利用者は大きく内部関係者と外部関係者に区分される。外部関係者の利用は、

更に共同研究の一環としての利用および利用料の支払いに基づくレンタル利用に区分される。利用者の割合

としては、内部利用者が約 4 割、外部利用者が約 6 割である。外部利用者の内、約 2 割が共同研究の一環と

しての利用、約 8 割がレンタル利用である。

共有の範囲は広く、国内外の研究機関や教育機関、民間企業も利用可能である。最も利用頻度が高いのは

国内企業である。一方、海外の民間企業による利用はほとんどない。
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共同利用ルールの整備

利用には、HUST と MOU を締結することが条件となる。MOU 締結後、希望者は対象の研究所に連絡し、

利用機器や使用日程などを調整することになる。研究所への連絡手段や申請様式等について、定まったもの

はない。

機器ごとに取扱方法がマニュアル化されており、機器の利用にあたっては当該マニュアルを熟知すること

が定められている。機器の利用希望者は、対象機器に関するテストを受け、合格すると機器利用資格が発行

される。テストは、実技もあるため、オンラインではなく実地で行われる。

内部関係者および外部関係者とも、機器の利用に際しては使用料を払う必要がある。ただし、使用料は内

部と外部で異なる。内部利用者には割引が適用される。加えて、当該内部利用者の研究成果や論文実績等に

応じて利用料の更なる割引がある。

交付額および収支

機器の整備には 2 種類あり、1 つは大学予算からの割り当て、もう一つは研究プロジェクト予算を活用し

た調達である。大学予算は、政府から受け取るケースの他、世界銀行等から受け取るケースもある。大学予

算で新しく機器を購入するためには、大学側へ企画書を出し、承認を得る必要がある。

なお、機器の運用や管理に必要な費用は、機器利用者のレンタル費から充当している。利用者から受け取っ

た機器使用料の約 30％が、各研究所に還元され、当該割り当てが機器運用および管理に利用される。

施設運用上の KPI

共同利用や研究機器の利用に関連する KPI は無い。

人的交流の実施

共同研究や共同利用を促す関連施策は 2 つある。1 つは所属研究者の海外への留学を通じた留学先との関

係構築である。もう 1 つは民間企業に所属する研究者の受け入れや民間企業との協業である。前者は一般的

な留学制度であり、後者は HUST とパートナーシップを結ぶ 52 の企業を対象に E-Learning、調査、トレー

ニング、機器スポンサー、奨学金支援など多様な形態があり得る。

特許や論文からみた研究成果

大学全体としては、以下のとおり。ただし、共同利用の観点からの研究成果は把握されていない。

国際特許：20 件（大学発表）

総発行論文数：1,232 件、うち SCI 掲載論文：30 件

施設整備・運用に関する課題

共同利用は過去から行われてきており、現状において特段の問題認識や課題はない。
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参考資料・文献

・�SOCIALIST REPUBLIC OF VIETNAM （2018） 「VIET NAM VN125」

・�Ministry of Science and Technology of Vietnam （2012） 「The Strategy for Science and Technology 

Development for the 2011-2020 period」

・�Swiss National Science Foundation （N.D.）「Vietnamese-Swiss Joint Research Programme」, https://

www.snf.ch/en/AiAl5v5Ip9gRatly/funding/programmes/bilateral-programmes-vietnamese

・�The National Foundation for Science and Technology of Vietnam （N.D.）「APPLIED RESEARCH 

PROGRAM AND EMERGENT BREAKTHROUGH PROGRAM」 

https://nafosted.gov.vn/en/funding-programs/applied-research/

・�Hanoi University of Science and Technology （2020） 「HUST and Swinburne University of Technology 

signed MOU for further cooperation」, https://en.hust.edu.vn/display-coorperation/-/asset_publisher/

sum9Zls6uqmE/content/hust-and-swinburne-signed-mou

・�Le Hieu Hoc, Nguyen Duc Trong （2019） 「University–Industry Linkages in Promoting Technology 

Transfer: A Study of Vietnamese Technical and Engineering Universities」, https://journals.sagepub.

com/doi/pdf/10.1177/0971721818821796

・�National Foundation for Science & Technology Development （2018） 「Operational Information Funding 

and Support Programs」

・�Koushan Das （2019）「Vietnam’s New Incentives for Science and Technology Firms」, Vietnam 

Briefing, https://www.vietnam-briefing.com/news/vietnam-new-incentives-for-science-and-technology-

firms.html/

・�Nguyen Thi Phuong （2018） 「Public Funding for R&D in Frontier Technology in Vietnam」, https://

www.unescap.org/sites/default/files/Session%202_Ms.%20Nguyen%20Thi%20Phuong_%20Vietnam.pdf

・�Mohit Sagar, OPEN GOV（2019）「Vietnam Government to incentivise businesses in Science and 

Technology」, OpenGov Asia, https://opengovasia.com/vietnam-government-to-incentivise-businesses-in-

science-and-technology/

・�Hanoi University of Science and Technology （N.D.）「RESEARCH INSTITUTES AND CENTERS」, 

https://en.hust.edu.vn/research-institutes-and-centers

・�Hanoi University of Science and Technology （N.D.）「FACILITIES」, https://en.hust.edu.vn/facilities1

・�Vietnam National University （N.D.）「INTRODUCTION TO VNU DOMESTIC COOPERATION」, 

https://vnu.edu.vn/eng/?C2542

・�University of Technology – Viet Nam National University （N.D.）, https://www.hcmut.edu.vn/en

・�Danang International Institute of Technology （N.D.）「Team-Projects ECARE」, https://dniit-i3s.cnrs.

fr/en/node/25#ecare
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9 各国調査 - カンボジア王国

9.1 科学技術政策の基本情報整理

カンボジア王国（カンボジア）は、農業と観光業の比重が高く、ASEAN 内では最も一人当たり GDP の

低い国の一つである。カンボジアの R&D 関連の政府支出は、GDP 対比の GERD（Gross Expenditure on 

R&D）が 0.1％（2015 年）である。また分野別では、人文科学、医療科学および農業が主要な R&D 支出先となっ

ている。なお、カンボジアでは、過去の歴史もあり研究者が少なく経済的余力から施設や機器の整備も限定

的である。また、研究開発を支援する制度や政策が ASEAN の他国と比べ少ない。大学の役割は、教育が

主であるとの認識が強く、大学における研究開発も限定的である。

カンボジアでは、これまで科学技術振興を担う明確な政府組織や関連機関がなかった。しかし、2019 年

12 月に首相が国家科学技術革新政策 2020-2030 を承認し、2020 年 3 月に工業手工芸省が改称し、工業・科

学・技術・革新省（MISTI, Ministry of Industry, Science, Technology and Innovation）となった。MISTI

傘下の科学技術革新総局（GDSTI, General Department of Science, Technology and Innovation）は、国連

アジア太平洋経済社会委員会（ESCAP, United Nations Economic and Social Commission for Asia and the 

Pacific）の協力を受けて、科学技術革新エコシステム報告書を作成した。当該報告書を基に、今後の科学お

よびテクノロジー・イノベーション（STI）に関する政策は、MISTI および国立科学技術革新評議会（NCSTI, 

National Council of Science, Technology and Innovation）がリードする予定である。

なお、まだ研究政策自体が始まったばかりであり、現状において先端研究機器整備に係る具体的な政策や

ファンディングプログラムは見受けられない。カンボジアの科学技術振興の方向性と主な取組みは以下のと

おりである。

表 9-1　カンボジアの科学技術振興の方向性と主な取組み

（著者作成）
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9.2 政策・ファンディング調査

前述のとおり、まだ研究政策自体が始まったばかりであり、現状において先端研究機器整備に係る具体的

な政策やファンディングプログラムは見受けられない。一方、共同利用に関連するプログラムとしては、キャ

パシティ・ビルディング研究開発基金（CBRD, Capacity Building Research and Development Fund）が存

在する。本プログラムは、電気通信および ICT 分野を対象として、教育、訓練、研究開発および革新目的

の基盤施設、イノベーションセンター、実験室または試験室の建設を支援することを目的とする。ファンディ

ングの対象は以下のとおりである。

・電気通信法第 17 条に該当する電気通信事業者

・電気通信・ICT 分野の教育・研修・研究開発・革新を担当する公共機関

・電気通信法第 13 条に明記された目的を達成する資格を有する者

上記は共同利用を促す政策ではあるものの、ターゲットとする研究分野は主に情報通信であり、本調査が

対象とする高度な先端研究機器を整備した共同研究利用拠点とは趣旨が異なる。

9.3 政策等に基づく整備状況の整理

前節の政策に基づき設置された共同研究利用拠点は以下の 3 ヵ所である。なお、全てが ICT 分野に関す

る共同研究利用拠点であり、本調査が対象とする先端研究機器の整備はない。

・カンボジア工科大学（Institute of Technology Cambodia）

・国立経営大学（National University of Management）

・�国立経営大学の付属施設であるネットワークラボおよびイノベーションセンター（A Network 

Laboratory Room and An Innovation Center）

参考資料・文献

・�OpenDevelopment Cambodia （2015） 「Science and technology」, https://opendevelopmentcambodia.net/

topics/science-and-technology/

・�Royal Government of Cambodia （2020）「Sub-Decree on Management of the Capacity Building 

Research and Development Program in the Telecommunications and Information and Communications 

Technology Sectors」

・�Khmer TIMES （2018）,「ICT funds collect $13.5 million」, https://www.khmertimeskh.com/554676/ict-

funds-collect-13-5-million/

・�The Phnom Phen Post （2018）「Smart, ministries offer scholarships」, https://www.phnompenhpost.

com/national/smart-ministries-offer-scholarships

・�Kingdom of Cambodia Nation Religion King （2021）「2020 Annual Report~Entrepreneurship 

Development Fund」

・�Project Management Unit of Directorate General Technical Vocational Education and Training for the 

Ministry of Labour and Vocational Training and the Asian Development Bank （2020）「Environment 

and Social Safeguards Monitoring Report - Cambodia: Skills for Competitiveness Project」, https://
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www.adb.org/sites/default/files/project-documents/50394/50394-002-esmr-en_1.pdf

・�Research and Innovation Center （N.D.）「Strategies of RIC」, https://ric.itc.edu.kh/profiles/strategies-

of-ric

・�National Institute of Posts, Telecommunications and ICT （N.D.）, https://niptict.edu.kh/innovation-

center/

・�Ministry of Industry, Science, Technology & Innovation of Cambodia （2021） 「CAMBODIA’S Science, 

Technology & Innovation Roadmap」, https://www.misti.gov.kh/public/file/202108261629990117.pdf
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10 各国調査 - ラオス人民民主共和国

10.1 科学技術政策の基本情報整理

ラオス人民民主共和国（ラオス）は、一人当たり GDP が約 2500 アメリカ・ドル（2020 年）と ASEAN

内においても低く、国民貧困率は約 18％（2018 年）と高い。教育予算が少なく基礎教育施設が不足しており、

科学技術統計が未だ整備されておらず、国際機関の統計においても研究投資開発に関する近年のデータが存

在しない。

2021 年 3 月付で、ラオス政府は傘下の科学技術省を解体しており、その機能は商工省（Ministry of 

Industry and Commerce）、教育・スポーツ省（Ministry of Education and Sports）、郵政電気通信省（Ministry 

of Post, Telecom and Communications）、農林省（Ministry of Agriculture and Forestry）、エネルギー鉱山

省（Ministry of Energy and Mines）の 5 省に移管された。そのため現状では、科学技術政策を策定し統括

する組織が不明瞭になっている。

国内には、国立の研究所が存在する。例えば、農林省傘下には国立農林研究所（National Agriculture and 

Forestry Research Institute）があり、政府が研究資金を拠出し、国家の重要テーマに沿った研究が行われ

ている。貧困削減が国家の重要テーマであることから、当該研究所での研究も食料自給率向上が主要テーマ

となっている。研究テーマおよび予算的制約の観点から、先端研究機器を必要とする高度な研究は限定的で

ある。また、ラオスにはラオス国立大学を始めとする国立大学や私立の高等教育機関が存在するが、教育が

主な役割であり、先端研究機器を用いる高度な研究機器の整備や利用は限定的である。

ラオスにおいては、現状先端研究機器の整備や共同利用を促すような政策はなく、また先端研究機器を共

同利用する施設も見受けられない。

参考資料・文献

・�Gert-Jan Stads and Khamphay Manivong （2006）  "LAOS”, ASTI Country Brief, No. 32, https://www.

asti.cgiar.org/pdf/Laos_CB32.pdf

・�Lee, Jeong Hyop; Maliphol, Sira; Kang, Haewon （2014） 「STI Strategies for Poverty Reduction: the Case 

of Lao PDR」, https://www.stepi.re.kr/common/report/Download.do?reIdx=812&cateCont=A0201&str

eFileNm=A0201_812&downCont=0

・�Phayboune Thanabouasy （2021）「Government of Laos Dissolves Ministry of Science and Technology」, 

The Laotian Times, https://laotiantimes.com/2021/03/01/government-of-laos-dissolves-ministry-of-

science-and-technology/

・�Asian Development Bank （2021）「ADB, National University of Laos Sign Agreement to Expand 

Access to Knowledge」, https://www.adb.org/news/adb-national-university-laos-sign-agreement-expand-

access-knowledge

・�Cefiawiki （N.D.）「National University of Laos-vision and strategy in the context of current higher 

education development in Lao PDR, partnership and cooperation with Republic of Korea」, http://

cefia.aks.ac.kr:84/index.php?title=National_University_of_Laos-vision_and_strategy_in_the_context_of_
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current_higher_education_development_in_Lao_PDR,_partnership_and_cooperation_with_Republic_of_

Korea

・�National University of Laos （N.D.）, https://nuol.edu.la/index.php/en/

・�京都大学 （2019）「ラオスとの連携について（ラオス国立大学と部局間協定を締結しました）」, https://

www.oc.kyoto-u.ac.jp/overseas-centers/asean/events/events-research/20190711_4429/
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11 各国調査 – ミャンマー連邦共和国

11.1 科学技術政策の基本情報整理

ミャンマー連邦共和国（ミャンマー）は、経済改革以降急速な経済成長を遂げてきた。しかし、依然一人

当たり GDP は約 1400 アメリカ・ドル（2020 年）と ASEAN 内で最も低い水準にあり、近年は政治的な不

安定さもあり、COVID-19 の影響に加えて、複数要因から経済成長が停滞している。

ミャンマーの R&D 関連の政府支出は、2017 年時点のデータで GDP 対比の GERD（Gross Expenditure 

on R&D）が 0.05％未満であり、研究開発への拠出額は極めて小さい。科学技術政策は、科学技術省 （Ministry 

of Science and Technology）が策定し管轄しており、国家経済開発計画に紐づき科学技術の重点分野が以下

のとおり設定されている。

・農業、林業、畜産業（特に生命工学）

・資源および関連マテリアル

・水質保全および上下水道開発

・情報通信

・建築および運送

・再生可能エネルギー

・医学および医薬品開発

しかしながら、現在の経済や社会実態を踏まえると、政府の重要事項は高度な研究よりも貧困削減や農業

インフラ開発等、社会問題と直結するものである。2017 年度には、政府主導で医療保健分野における研究

開発のための初のファンディングプログラムが組成され、政府から 74 万アメリカ・ドルが拠出されること

が発表された。当該プログラムは、教育・食品安全・医薬品生産に関する研究に使用されることが予定され

ていたが、結果は公表されておらず、運用実態は確認できていない。

ミャンマーにおいては、現状先端研究機器の整備や共同利用を促すような政策はなく、また先端研究機器

を共同利用する施設も見受けられない。

参考資料・文献

・�International Development Research Centre （2020）「DOING RESEARCH IN MYANMAR」, https://

www.gdn.int/sites/default/files/Myanmar%20Country%20Report.pdf

・�TEACIRCLEOXFORD （2020）「Doing Research in Myanmar: Bridging the Research Gap to Improve 

Development Policies」, https://teacircleoxford.com/policy-briefs-research-reports/doing-research-in-

myanmar-bridging-the-research-gap-to-improve-development-policies/

・�SEA-EU-NET （N.D.）「Myanmar」, https://sea-eu.archiv.zsi.at/facts/sea/myanmar.html

・�OECD （2018）「SME Policy Index: ASEAN 2018」, https://asean.org/wp-content/uploads/2021/09/

Report-ASEAN-SME-Policy-Index-2018.pdf

・�Dr. Thazin Han （2019） 「Human Capacity-building: STI and entrepreneurship promoting policies and 
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practices 9th – 17th December 2019 Guilin, China」

・�Japan International Cooperation Agency （2018） 「Remote Sensing / GIS Research Centre has been 

inaugurated at Yangon Technological University」, https://www.jica.go.jp/myanmar/english/office/

topics/press181030.html

・�Remote Sensing & GIS Research Center YTU （2018） 「Activities of Remote Sensing and GIS Research 

Center in Yangon Technological University」, http://themimu.info/sites/themimu.info/files/mimu-

symposium-presentations/day2/04_Sao_Hone_Pha_YTU__Remote_Sensing_and_GIS_Research_

Center_Activities.pdf

・�Niigata University （2019） 「Conclusion of MOU with National Health Laboratory in Myanmar」, https://

www.niigata-u.ac.jp/en/news/1127/

・�Uppsala Universitet （N.D.） 「Research groups in Physics, Myanmar」, https://www.isp.uu.se/what-we-

do/physics/research-groups/myamar/
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12 総括

12.1 ASEAN各国の先端研究機器・共同研究利用拠点の比較

ASEAN 諸国は、地理的観点から一括りにされがちだが、下表のとおり各国間の経済格差は大きく、研究

投資額や科学技術振興への取組みにも大きな相違がある。今回の調査対象である先端研究機器・共同研究利

用拠点についても違いが見られた。

なお、ASEAN 諸国において、共同利用のコンセプトは必ずしも新しいものではなく、特に新興国では高

度な研究機器へのアクセスが限られることから、公的研究機関や公立大学が社会的使命の一環として、機器

の貸し出しや試験サービスを提供することは一般的に行われてきた。

表 12-1　各国の一人当たりGDPおよび研究投資額

（IMFおよび UNESCOのデータをもとに著者作成）
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下表は、本調査でインタビューを行った 20 機関における共有形態および共有範囲等を整理したものであ

る。記載のとおり、調査を行った多くの共同研究利用拠点では、機器の利用や試験サービスが国内外の研究

者にオープンにされている。また、利用条件を設定せず、利用ハードルの低い機関も多く見受けられた。

表 12-2　調査対象 20拠点の共有形態および共有範囲等

（インタビュー結果をもとに著者作成）

しかし、共同研究利用拠点の整備の裏付けとなる政策や、各施設に整備されている先端研究機器のスペッ

ク、共同利用のための仕組み、運用を行うためのシステム等を比べると、各国間に大きな違いがある。今回

の調査結果を踏まえ、先端研究機器の整備状況や政策の制定状況、運用の仕組みから 5 つのグループに分類
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し特徴を整理した。

・�先進：日本よりも一人当たり GDP や R&D 投資が多く、先端研究機器を効率的に活用するための政策や

システムを含めた運用のための仕組みが整備されている。

・�独自発展：一人当たり GDP や R&D 投資は日本以下だが、限られた研究予算の中で先端研究機器を効率

的に活用するための政策や運用のための仕組みが整備されている。

・�過渡期：先端研究機器の共同利用はされているが、裏付けとなる政策や運用のための仕組みは整備途上

である。

・�今後検討：先端研究機器の共同利用は行われているが、裏付けとなる政策の整備が不十分で、運用も場

当たり的であり、効率的・効果的な管理がされていない。

・�時期尚早：そもそも先端研究機器の整備が限定的であり、共同利用は限定的であり、政策や仕組みも整

備されていない。

分類の全体像は下表のとおりである。

表 12-3　各国の研究投資額や先端研究機器の整備状況、政策等に基づく分類

（インタビュー結果をもとに著者作成）

先進（シンガポール）

シンガポールは一人当たり GDP も研究投資額も日本よりも高く、国内には多くの先端研究機器がある。

また、先端研究機器、特に汎用的なものは、政策の裏付けの有無に関わらず、積極的に共同利用を行ってい

る。ファンディング機関が共同利用を推進する政策も存在し、政策に基づき施設や機器整備を行う場合には、

KPI が設定され厳格なモニタリングが行われている。KPI の結果によっては、助成の継続打ち切りや減額の

可能性があるため、施設運用者も KPI を意識し、関連数値を確認しながら日々改善活動を行っている。なお、

共同利用の推進にあたっては、ルールを制定すると共に、予約管理システム等を有効に活用することで効率

的な運用を図っている。
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独自発展（マレーシアおよびインドネシア）

シンガポールや日本と比べると研究投資や機器整備の面で劣るものの、施設によっては欧米製や日本製の

ハイスペックな研究機器も存在する。研究機器を効率的に活用するため、マレーシアでは公的研究機関や

公立大学の研究施設を強制的に共同研究利用拠点に指定している。また、インドネシアでは全ての公的研

究機関を BRIN に統合中であり、傘下の全研究機関の共同利用化およびワンルール・ワンシステムによる運

用を目指している。多くの研究施設を共同利用化すると共に、対象拠点を効率的に運用するために、政府は

KRSTE.My（マレーシア）や ELSA（インドネシア）と言った共通プラットフォームを整備し、当該シス

テムの中で各施設の全機器を管理し、また施設の予約等も完結しようとしている。管理データが一つのシス

テムに蓄積されるため、研究機器の新規整備にあたって、地域毎の整備状況や機器の稼働状況に鑑みた機器

整備が可能となる。

過渡期（タイ）

国を代表する研究機関や大学には欧米製や日本製のハイスペックな機器がある。共同利用の方針があり、

実態としては共同利用がされているものの、政策が具体的なプログラムに落とし込まれていない。そのため、

共同研究利用拠点であっても KPI 等の設定はない。また、共同研究利用拠点の運用・利用に際しての基本

的なルールや運用のためのシステムは存在するが、政策整備や仕組みの作り込み等が今後更に必要になると

想定される。

今後検討（ベトナム、フィリピンおよびブルネイ）

ベトナムおよびフィリピンでは、先端研究機器が研究機関や大学にあるものの、数が十分でなかったり、

機器が古かったりする。公的研究機関や公立大学の使命として共同利用を行っているケースはあるが、裏付

けとなる政策や具体的なプログラムはない。そのため、他大学や民間事業者から機器の利用依頼があると、

都度内部で可否や費用を検討している。共同研究利用拠点の運用に際しての KPI はなく、運用のためのルー

ルや効率的管理のためのシステムも明確なものはない。

また、ブルネイは、経済水準は ASEAN の中では高いが、人口が少なく研究者や研究施設の数も少ない。

共同利用機能を持った施設も 1 件のみであり、その施設も共同研究相手に対して施設や機器を開放すること

が主である。そのような状況のため、共同利用に関連する政策や共同研究利用拠点を運用するための仕組み

が十分とは言えない。

各国に共同研究利用拠点の利用実態があり、今後政策や仕組みが整備されていくものと考えられる。

時期尚早（ラオス、カンボジアおよびミャンマー）

経済水準が低く、研究開発投資は限定的である。先端研究機器の整備もほとんどなく、科学技術振興プラ

ンが未熟であることや存在しないケースもある。これらの国々における先端研究機器の整備状況は限定的で

あり、施設整備には時間を要すると考えられるが、立ち上げの際には共同研究利用拠点として設立すること

が有用と考えられる。
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12.2  ASEAN各国における先端研究機器・共同研究利用拠点整備に向けた

課題整理および提言

前節にて、各国における共同研究利用拠点の設置有無や整備状況が様々であることを確認した。本節では、

ASEAN 各国における様々な共同研究利用拠点の調査から得られた示唆を整理する。

日本への示唆

ASEAN の国々におけるユニークな取組みから日本が学べることがある。例えば、シンガポールでは、助

成申請時の審査のみならず、助成以降も設定した KPI を厳格にモニタリングし、結果に応じた信賞必罰を

行っている。厳格な管理は、管理をする側およびされる側に負担をかけるものの、その取組みは共同研究利

用拠点の効率的・効果的な運用に有効に働くことが期待される。

また、シンガポールの共同研究利用拠点では、効率的な運営を実現すべく、仕組みの整備とともに施設予

約や利用状況管理のためのシステム整備費用を助成金の申請段階から支出項目の一つとして組み込んでい

る。助成金は人件費や機器購入費のみならず、システム開発費も含むことで、共同研究利用拠点の運用上の

効率向上、利用者の利便性向上、また利用実態の見える化等を図り、全体最適化に取り組んでいる。

マレーシアやインドネシアでは、政策として公的研究機関や大学を強制的に共同研究利用拠点として指定

し、国内外の研究者が施設や機器にアクセスできる環境を構築している。また、施設横断型の共通プラット

フォームをオンライン上に整備し、誰もが簡単に各施設の整備機器や提供サービスを確認し、オンライン上

で予約できる仕組みを構築している。加えて、プラットフォームに蓄積されたデータを活かし、政府関係者

が、研究機器の整備状況や利用状況を踏まえて、どの地域にどの研究機器を整備すべきか等の検討を行って

いる。全ての研究機関を共同利用化することや、全ての研究機器をワンシステムで管理することは容易でな

いが、効率的・効果的な共同研究利用拠点の運用という観点では、実現時のインパクトは大きい。

科学技術協力基盤の構築に向けて日本が貢献できること

本調査を通じて、ASEAN 各国における先端研究機器の整備状況や共同研究利用拠点の実態、運営に係る

ユニークな取組みを把握した。一方で、先端研究機器の整備や運用に係る課題も明らかになった。各国の課

題解決支援を通して、日本は各国の科学技術協力基盤の構築に貢献できると考えられる。なお、上述のとお

り、先端研究機器の整備状況や共同研究利用拠点の成熟度は国によって異なるため、課題解決のアプローチ

も変わる。

■先端研究機器の整備に係る課題と対応

先端研究機器は高額であり、多くの途上国にとって、複数の施設での機器整備や継続的な機器の更新を行

う費用負担は大きい。また、機器の運用に付随する消耗品や冷却のための He ガス、電気代等の維持管理費、

また定期メンテナンスに必要な負担も大きい。調査先の中には、予算不足から機器整備が進まないケース、

修理予算が確保できず使えない機材の存在、定期メンテナンスを受けずに使い続けている機器、また純正品

ではない安価な消耗品の利用等についてコメントが寄せられた。

高度な研究機器になる程、研究者は使い慣れた機器を継続的に利用する傾向がある。そのため、共同研究

利用拠点において日本メーカーの機器整備を支援し、研究機器利用の入り口を抑えることは、日本として科

学技術協力基盤の構築に貢献できることに加えて、対象国と日本との共同研究機会の拡大、また日系先端研
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究機器の利用者層を増やし、将来的な日系メーカーの事業拡大に貢献する可能性がある。そのため、各国の

共同研究利用拠点において、共通利用される機器の整備や消耗品の提供等を支援することは、一考に値する。

■機器管理および人材の育成に係る課題と対応

先端研究機器は購入して終わりでなく、外部利用者のトレーニングなどを含めて、適切に利用できるよう

にするための運用ノウハウが必要であり、また機器を長期に亘って使うためには定期的なメンテナンスを含

めた機器管理が不可欠である。調査の中で、十分にメンテナンスができないために利用できていない機器が

あるとのコメントが確認された。機器ベンダーとして機器整備を行うことに加えて、各施設で機器を管理し

運用できる人材を育成することも、科学技術協力基盤の構築には重要である。そのため、上記の機器整備支

援と共に、機器を管理できる人材育成の支援は日本が貢献できる領域と考えられる。

■政策整備に係る課題と対応

政策面においては、シンガポールやマレーシア、インドネシアのように明確な方針や政策を持って、共同

研究利用拠点を整備する国がある一方、ベトナムやフィリピンのように、過去の慣習から共有を継続し、明

確な政策的裏付けを持たない国もある。先端研究機器を有効に活用するためには、共同研究利用拠点の整備

が効率的・効果的であり、そのような拠点を整備するためには、裏付けとなる政策が不可欠である。対象国

が自国の状況を踏まえ、どのような政策を整備すべきか、日本はこれまでの政策整備を通じて把握したこと

を助言し、対象国の政策策定に貢献できる可能性がある。

■仕組み・システムに係る課題と対応

政策整備とともに、運用に際しての個別ルールやシステム（オンライン予約システムや共通プラットフォー

ム等）を整備することが運用効率向上に寄与する。共同研究利用拠点には、外部利用者も多く存在するため、

皆が指針とする明確なルール整備が重要である。また、システム整備は、予約管理等に係るアナログな業務

削減と共に、各機器の稼働状況を把握し蓄積データに基づく将来の機器整備計画の策定を支援する。

日本で整備したルールや、ルール制定時の問題等の共有やシステム構造・仕様を提供することで、各国の

仕組み・システム整備を支援できる可能性がある。

■日本が貢献できることおよび貢献アプローチ

各国の課題解決支援にあたっては、各国の抱える課題に応じて、個別課題へのアプローチおよびフルパッ

ケージアプローチを行うことが考えられる。各国における課題およびアプローチ案は下表のとおりである。

共同研究利用拠点が整備されていないラオス、カンボジアおよびミャンマーにおいては、共同研究利用拠

点のコンセプトから機器、運用の仕組みまでをワンパッケージで提供することが、研究力向上支援に有効的

と考えられる。一方で、政策や仕組みが整っており、機器調達や機器管理に課題を有するマレーシアやイン

ドネシアのケースでは、個別課題に対する支援を行うことが有効と考えられる。

各国の課題構造を理解した上で、適切な支援を行うことが、各国の研究力向上に繋がると共に、ASEAN

諸国における日本の研究プレゼンス向上に繋がると想定される。
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表 12-4　各国との科学技術協力基盤構築に向けて日本が貢献できること

（インタビュー結果をもとに著者作成）
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